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肉牛繁殖経営の将来展望
─和牛振興と国土資源の活用に寄与する日本型放牧のあり方─
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〔要　　　旨〕

和牛肉を手頃な価格で国内外の消費者に提供しつつ、肉牛経営の収益性を高めるには、肉

牛生産のコスト低減が不可欠である。肉牛肥育部門のコスト低減の余地は小さいが、繁殖部

門は親子の周年放牧飼養により、子牛生産の大幅なコスト低減が期待される。親子の周年放

牧には、「モンスーン気候下で周年放牧の可能な草地・飼料作体系の確立」と「放牧牛と飼い

主の信頼関係を維持できる放牧家畜の管理」が重要である。これらの生産管理により、国土

資源を活用しつつ生産性、収益性の高い飼養方式を「日本型放牧」と称する。本稿では、肉

牛繁殖経営に焦点を当て、日本型放牧の草地飼料作体系、放牧家畜の飼養管理、及び経営成

果（生産コスト、収益性等）を紹介する。
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産性の向上）がコスト低減と規模拡大、収益

性改善に重要な課題であることを確認する。

つぎに、国産飼料を利用した分業型子牛生

産システムや慣行の放牧方式の成果を確認

し、これらがコスト低減に必ずしも機能し

ていないこと、放牧対象牛の拡大と放牧期

間の延長がコスト低減や収益性向上に不可

欠なことを明らかにする。そして、周年親

子放牧の実践事例から、その効果を確認す

るとともに、周年親子放牧の実施に必要な

生産基盤や放牧管理方法を明らかにする。

最後に、放牧先進国の草地管理方法も参考

に、さらなるコスト低減につながるモンス

ーン気候下での周年放牧の可能な草地・飼

料作体系と、期待される成果を提示する。

また、国土資源を活用しつつ高い生産力や

収益性を発揮する日本型放牧の成立に必要

な経営対応や地域的取り組み、研究開発等

に言及する。

1　肉牛生産のコスト構造と
コスト低減のポイント

わが国の肉牛生産はおもに繁殖経営（子

牛生産）と肥育経営（生後10か月齢前後の子

牛を購入して30か月齢前後まで約20か月間肥

育）に分かれる。第２図は繁殖経営の子牛

生産コストに、肉専用種（和牛）肥育経営の

素畜費を除く費用を加え、肉牛１頭の生産

費と構成を示したものである。子牛生産（繁

殖）に費用合計の２分の１以上の59万円を

要していること、飼料費と労働費が大きな

割合を占めていることがわかる。脂肪交雑

はじめに

わが国の牛肉消費量は1960年代以降急増

し、2001年のBSE発生により減少したもの

の2018年度にはピーク時の1,580千トンに近

づきつつある。その供給は、1992年度に輸

入量が国内生産量を上回り、2018年度では

輸入牛肉が供給量の３分の２を占めるに至

っている（第１図）。TPP11、日欧EPA、日

米貿易協定の発効により、牛肉の輸入量は

さらに増加する勢いである。他方、和牛肉

の輸出も増加傾向に推移し、2019年にはア

ジアを中心に、政府目標を上回る約300億

円、約4,340トンの輸出を達成している。和

牛肉の国内消費をしっかり定着させ、また、

輸出を促進するためには、手頃な価格で供

給可能な生産システムの構築が不可欠であ

り、生産性の向上、生産コストの低減が極

めて重要な課題である。

本稿では、コスト低減の可能性の高い繁

殖部門に焦点を当て、まず、そのコスト構

造を分析し、飼料費と労働費削減（労働生
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第1図　牛肉供給量の推移

資料　農林水産省「食料需給表」
（注）　枝肉ベース。
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かる。１頭の生産に127時間を要すること

は、１人年間1,800時間の労働で14頭しか生

産できないことを意味する。子牛生産１頭

に必要な物財費は約40万円であり、2020年

６月の子牛市場の平均価格65万円では、１

頭あたり25万円の所得、１人年間350万円

の所得が得られる。しかし、長期でみた場

合、子牛の市場価格は40万円前後である。

肉用子牛生産者補給金制度の保証基準価格

の541千円を適用した場合でも、所得は約

200万円にしかならない。このため、省力化

は労働費を含むコスト低減にとどまらず、

規模を拡大し所得向上を図るうえで重要で

ある。

子牛生産において、労働費や飼料費を多

く要する理由は、ほとんどの経営が牛舎内

で年間通して親牛も子牛も飼っていること、

餌の多くを輸入に依存している点にある。

畜産統計によれば、肉牛経営に占める放牧

実施経営及び繁殖牛のうち放牧実施頭数の

割合はともに１割程度であり、大半の繁殖

経営及び牛は牛舎内で飼養されている。舎

（いわゆる霜降り）が高く、枝肉重量の大き

い肉牛の生産には、肥育過程で牛の行動範

囲を狭めた舎飼飼養と濃厚飼料の多給が必

要とされる。このため、肥育部門における

飼料費や労働費削減の余地は小さい。他方、

繁殖経営では、子牛生産コストの７割を飼

料費と労働費が占めるが、これらのコスト

削減の可能性は高い。和牛肉と肉質の比較

的近いWagyu生産は近年海外でも行われて

いるが、肥育過程は日本と同じように、行動

範囲の狭いフィードロットで穀物多給の飼

養が行われており、肥育過程での日本との

コスト格差はそれほど大きくない。しかし、

繁殖牛や子牛は放牧飼養され、子牛生産コ

ストに大きな格差がみられる。例えば、ニ

ュージーランドでは交雑種Wagyuではある

が、生後20か月齢、生体重400kgまでの生産

コストは約16万円である（千田（2019b））。

第３図は子牛１頭の生産に要する労働時

間を示したものである。飼料の調理・給与

と排せつ物処理作業が、規模の大小に限ら

ず労働時間の約７割を占めていることがわ

第2図　肉用牛の生産費の構成

資料 農林水産省「平成30年度畜産物生産費統計」より集計
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第3図　子牛生産にかかわる労働時間
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れば何でも良いと言うことではなく、競争

力強化につながる飼料生産の検討が必要で

ある。現在推進されている飼料用米や稲発

酵粗飼料と、牧草やトウモロコシのコスト

や栄養価は大きく異なるのである（千田・

恒川（2015））。国産飼料の利用方法について

も、収穫調製方法や放牧利用により費用は

大きく異なる。放牧利用についても、どう

いう放牧をすれば経営改善になるのか十分

検討する必要がある。コスト低減のもう一

つの課題は、家畜の繁殖性の改善である。

近年、繁殖牛の分娩間隔は延びて平均406

日である。１年１産と14か月１産とでは親

牛の飼養コストが２か月分余計にかかるた

め、子牛の生産コストや収益性は随分変わ

ってくる。

2　国産飼料を活用しコスト
　　低減に寄与する子牛生産
システム

現在、国産飼料を活用した子牛の効率的

な生産システムとして、分業システムと放

牧の２つの方向が推進されている。分業シ

ステムでは、子牛生産者（家族経営や大規模

法人経営）は繁殖牛の飼養と繁殖管理に特

化し、粗飼料生産や飼料の調理、子牛の哺

育育成は、飼料コントラクターやTMRセン

ター、キャトルステーション等に委託する。

これにより省力化及び飼養規模の拡大と、

集中的な繁殖管理による繁殖率の改善が期

待されている。

鹿児島県のＡ牧場は、粗飼料生産とTMR

飼では給餌や排せつ物処理作業を伴い、こ

れらに多くの労働を要する。

繁殖牛は、牧草や野草、稲わらなどの粗

飼料だけでも飼うことができ、繁殖経営に

おける飼料自給率は、かつては90％を超え

ていた。しかし、給餌や調達に手間のかか

る粗飼料の給与割合は年々低下し、簡便な

濃厚飼料の給与割合が増加し、飼料自給率

は2018年には43％まで低下している。輸入

穀物を原料とする濃厚飼料は、1973年の変

動相場制移行後の円高により、安価で高栄

養の飼料として活用され、近年のわが国の

家畜生産技術を形作ってきた。しかし、人

口大国のBRICSの経済成長に伴う畜産物需

要の増加により、牛肉及び穀物や粗飼料の

国際価格は2000年から2013年にかけて２～

３倍に上昇し、いわゆる加工型畜産有利の

前提条件は少し崩れつつある。他方、わが

国には現在約42万haもの耕作放棄地が存在

する。田畑の不作付地も14万haあるなど、

里山も含めて農林地を使いこなせない状況

にある。国内に多くの遊休農地を抱えなが

ら、海外の農地で生産された多くの食料や

飼料を消費することは、国内外の食料安全

保障、環境面からしばしば問題として指摘

される。とりわけ飼料の輸入量は約1,500万

トンであり、輸入畜産物も含めると、わが

国の畜産物消費は約280万haの海外農地の

利用のうえに成り立っていることになる。

ちなみに、国内の農地面積は345万haである。

このため、耕作放棄地や国内農林地の畜

産利用が望まれる。問題は、その経済合理

的な生産と利用方法である。国産飼料であ
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善が期待される。また、機械作業の困難な

棚田や急傾斜地でも放牧は可能なため、中

山間地域においては省力的な農林地の利活

用方法としても期待される（写真１）。例え

ば、中国地方の稲作の10aあたり労働時間

約35時間に対して、放牧利用した場合、牛

の管理も含めて10時間以内で土地を管理し

ている事例もある。このように家畜生産及

び農地資源の省力的な管理手法として放牧

は期待される。こうした理由もあり、中国

中山間地域では稲作を中心とする集落営農

法人において放牧を取り入れる経営がふえ、

島根、広島、山口の約50の集落営農で水田

放牧が行われている。その半数以上は法人

として繁殖牛を保有するなど、新たな和子

牛生産の担い手としても期待される。

しかし、これらの法人の子牛生産の省力

化やコスト、収益性を分析すると、所期の

効果をあげられていない事例が少なくない

（千田・渡部（2015））。放牧飼養にもかかわ

らず労働時間の多い理由は、すべての牛を

放牧しているわけではなく、妊娠確認され

た繁殖牛（親牛）のみを放牧し、分娩の近

製造、哺育育成の外部委託により、従業員

12人で約1,000頭の繁殖牛を飼養する。１人

あたり約80頭の管理が行われ、分娩間隔は

11.6か月と高い繁殖成績が達成されている。

しかし、子牛生産コストは統計値を上回る

約60万円に達している。牧草や稲発酵粗飼

料、デンプン粕など地元産の飼料を利用し

ているが、TMR調製など加工を重ねて供給

するため飼料費が高く、哺育育成などの委

託費がふえた結果、コスト低減につながっ

ていない（靍田（2019））。広島県の全農実験

牧場でも、大規模施設で繁殖牛を飼養し、

分娩間隔を384日に短縮するとともに、稲発

酵粗飼料を素材としたTMR飼料の１日１回

の給与により給餌作業の省力化も図られて

いるが、飼料費は高くなっている。このよ

うに、大規模施設飼養と分業型子牛生産シ

ステムでは、飼料費や委託費が慣行よりか

かるため必ずしもコスト低減につながらな

いことが明らかになりつつある。

他方、放牧飼養では、給餌や排せつ物処

理作業、飼料の収穫運搬作業が削減され、

省力化と飼料費の低減、規模拡大、収益改

写真 1　 機械作業の困難な小区画の棚田や里山の放牧利用
左は56筆1.4haの棚田を高齢の女性が1人で放牧牛とともに管理。
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る。年２回の耕耘、播種作業も負担となっ

ている。

放牧により経営改善を図るためには、妊

娠牛に限らず子牛も含めすべての牛を放牧

対象とすること、そのためには、放牧用地

の団地化が不可欠になる。また、生育期間

が比較的長く、季節による草量変動の比較

的小さい草種を基幹とし、生育時期の異な

る草種や飼料作物を組み合わせ、放牧飼養

期間の延長を図ることが重要である。次節

では、こうした課題を解決し、周年の親子

放牧を実施している事例の生産管理とその

成果を紹介する。

3　 4割以上の子牛生産コスト
　　低減を実現する周年親子　
　　放牧の管理

（有）冨貴茶園は、大分県国東半島で茶業

を営むかたわら、2005年から荒廃した里山

で放牧を基本に据えた肉牛繁殖を開始し、

これまでに３か所22haの里山に草地を造成

し、現在、繁殖牛45頭を飼養する。同園の革

新的な点は、周年親子放牧に取り組んでい

る点にある（日本草地畜産種子協会（2018））。

施設は補助飼料の給与と牛の観察を容易に

するための簡易な管理棟のみで、牛舎や堆

肥舎、モアやトラクターなどの農業施設や

機械を持たない。その結果、全国平均より

約７割の作業労働の省力化と約４割の物財

費低減を実現している。また、分娩間隔は

378日と短く、放牧飼養で低下しがちな繁殖

率も高い水準を確保し、高い収益性を達成

い親牛や授乳中の親牛、子牛や育成牛は放

牧されていないこと、放牧期間が春から夏

の半年程度に限定されていることにある。

放牧している牛に限れば飼養管理は省力化

されるが、放牧していない牛が多いこと、

放牧に伴う牛の移動や観察、補助飼料の給

与等にかなりの時間を要することから、経

営全体でみた省力化は小さい。また、放牧

中の流産や発情の見逃し等が多いため、繁

殖性は低く分娩間隔が450日以上に延びて

いる事例も少なくない。

放牧管理に労力を費やし放牧対象牛が限

定される背景として、放牧用地の配置問題

が指摘される。中国中山間地域の集落営農

法人の農地は盆地を中心に広がり、集落の

中心を川が流れ、その周りは区画の整って

いる水田が広がる。こういった場所では稲

作が行われ、放牧は山裾に点在する小区画

圃場で行われている。いわゆる小耕地、小

圃場を対象に、移動放牧が行われているた

め、牛の移動や毎日の観察、給水や補助飼

料の給与に手間を要している。

また、放牧用の牧草は、イタリアンライ

グラスを秋に播種して、春の放牧飼料とし

て利用し、その後、ミレットを播種して夏

の放牧飼料として利用する経営が多い。し

かし、イタリアンライグラスは春の生育が

旺盛で放牧牛の採食が追いつかず、早期に

出穂し易い。出穂すると嗜好性が低下し牛

により踏み倒される。踏み倒されると後の

再生が弱くなる。牧草が生育せずルートマ

ットの形成されていない圃場で放牧を続け

ると、土壌が固く締まり、耕耘が困難にな
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している（第４図、第５図、農研機構（2020b））。

この周年親子放牧の生産管理と経営成果

は、①放牧用地の団地化による定置放牧、

②急傾斜の里山で高い牧養力を維持する牧

場のレイアウトと草地造成、③１日２回の

集畜と個体観察（健康状態、発情、分娩など）、

④コントラクターとの連携による冬季粗飼

料（稲WCS）の確保により達成されている。

少し詳しく紹介する。

（1）　親子放牧に不可欠な放牧用地の

団地化

子牛の放牧は発育遅延や、捕獲困難にな

ることから、わが国では一般に行われてい

ない。放牧しながら子牛の発育を確保し、

飼い主への馴致を図るためには、哺育能力

の高い親牛の選抜も欠かせないが、毎日、

集畜し、飼い主の間近に引き寄せて観察や

補助飼料を給与しつつ放牧牛との信頼関係

を築くことが重要である（写真２、写真３）。

このためには、追い込み柵やスタンチョン

等の集畜施設が必要となるが、分散する小

第4図　冨貴茶園の経営成果とその要因、生産管理と経営対応

高い繁殖率の確保
（分娩間隔378日）
（全国平均406日）

1日2回の集畜と個体観察、可
食草量・個体の状態に応じた
補助飼料等の給与

作業労働の省力化
（1頭あたり45時間）
（全国平均127時間）

無畜舎・周年親子放牧（給餌・
排せつ物処理作業、飼料・敷料
費、施設償却費等の低減）

物財費低減
（1頭あたり229千円）
（全国平均411千円）

冬季粗飼料の外部調達（採草
作業・機械の削減）

急傾斜に適した草種の造成と牧養力の維持管理
・暖地型永年性牧草「バヒアグラス」による草地造成
・山頂部の管理棟での集畜・給餌による家畜糞尿の
草地全体への自然拡散
・雑草の除去

水田作経営及びコントラクターとの連携

放牧用地の団地化（5ha以上）による定置放牧

高収益性
（所得312千
円/頭）

（経営成果） （高収益の要因） （高収益をもたらす生産管理） （周年親子放牧方式等による高収益を実現するための
経営対応と生産基盤の構築）

資料　筆者作成

700

600

500

400

300

200

100

0

費用・所得（千円/頭）

第5図　子牛生産コストと所得の比較

資料　農林水産省「平成30年度畜産物生産費統計」、冨貴
茶園の平成30年財務情報を基に筆者作成

（注） 所得は、（保証基準価格541千円）－（労働費を除く費用）

統計値 冨貴茶園

医薬品・諸材料費・その他
労働費

費用合計
594

所得：130

所得：312

541

費用合計
297

光熱水料・建物農機具費
種代・繁殖牛償却費
飼料・敷料費

保証基準価格

鼻環や頭絡は付けていないが、朝夕2回の補助飼料
給与と哺育時からの馴致により、人慣れしていて、牛
の方から人に近づいてくる。

写真 2　 親子放牧
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（3） 放牧牛と飼い主の信頼関係を維持

できる放牧管理

―毎日の集畜と個体観察―

同園では里山の山頂部に設けた管理棟に

毎朝夕２回、放牧牛を集畜し、スタンチョ

ン越しに補助飼料を与える。管理棟まで急

傾斜地を登ってくることで牛の健康状態や

分娩の有無を容易に確認でき、スタンチョ

ン越しの給餌によって、必要な際の捕獲を

容易にし、食べ具合の観察を通しても健康

状態が確認され、集畜前後の乗駕行動によ

り発情が確認され、放牧飼養でありながら

高い繁殖率が確保されていると考えられる。

（4）　コントラクター等との連携による

冬期飼料の確保

周年放牧とは言え、現在のわが国の飼料

生産技術では、西南暖地でも冬季の飼料は

放牧地外から確保せざるを得ない。同園で

飼養する45頭の繁殖牛の冬季４か月の飼養

に必要な粗飼料は約54トン（約５ha分）に

なる。この粗飼料を確保するために、採草

耕地のすべてに施設を設けることは経済的

にも困難である。したがって、放牧用地を

団地化し、一定の場所で放牧飼養する定置

放牧が親子放牧を行う大前提となる。親牛

を10頭以上飼養する場合は、少なくとも５

ha以上の放牧用地の団地化が必要である。

（2）　牧場のレイアウトと草地造成

冨貴茶園で放牧を行う里山は、傾斜地形

のため排水性は高いが、降雨により地力は

低下し易い。同園では樹木伐採後、ただち

に地表を覆う永年性牧草のバヒアグラスを

播種して草地を造成している（写真４）。こ

れにより表土の流失を防ぐとともに、山頂

部に管理棟を設けて、集畜し補助飼料を給

与することで、牛の排せつ物が自然に里山

全体に拡散し、草地に養分が補給されてい

ると考えられる。このことが急傾斜地であ

りながら、親子１組あたり約50aの里山で

粗飼料の補給なしで８か月間の放牧飼養を

可能にしている。

出生直後から子牛に接触し、朝夕2回の集畜時に子
牛は首にロープをかけてスタンチョン越しに補助飼
料を食べさせる。この行為が飼い主と放牧牛の信頼
関係を継続させる親子放牧の重要なポイント。

写真 3　 簡易管理棟での子牛への補助飼料
給与と馴致 竹や雑木の伐採直後に、暖地型永年性牧草のバヒア

グラスを播種して草地を造成。

写真 4　 里山での放牧
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牧向けの飼料作物として飼料用ビートやケ

ールなどアブラナ科作物の飼料開発が進め

られ普及している。濃厚飼料なしでの子牛

の発育確保は、親牛の泌乳能力の向上や草

地の栄養価の改善など簡単ではないが、冬

季放牧向け飼料生産を含む周年放牧体系の

開発は、今後の競争力強化に向けて取り組

む価値のある課題である。言うまでもなく

日本とニュージーランドで気候は異なり、

日本ではモンスーンの影響を受け、気温の

年較差が大きい。このため単一草種の生育

期間は短く、モンスーン気候に対応した複

数の牧草や飼料作を組み合わせた周年放牧

体系の開発が必要になる。適草種は温暖地

と寒冷地で異なるが、温暖地ではすでに一

部で取り入れられている春～秋の草量変動

の比較的小さいバヒアグラスなどの暖地型

永年性牧草を基幹草種とし、これに冬季や

早春を補完する飼料の開発が望まれる。

筆者らは、２年前からアブラナ科の飼料

用レープの栽培と放牧利用を試みている。

山口市の営農現場では、2019年９月上旬の

播種で11月末には、10aあたり乾物800kgを

超す生産量を得た。また、その飼料成分は

粗蛋白13.5％、非繊維性炭水化物49.5％と、

濃厚飼料に近い成分であり、放牧牛の採食

性は高いようにみられた（農研機構（2020a））。

ただし、繊維成分が少ないため、飼料イネ

と併用しながら、11月下旬～２月下旬まで

の冬季94日間、40aの水田で４頭の繁殖牛を

補助飼料なしで飼養し、その体重も維持さ

れた。

この現地での周年放牧体系は、バヒアグ

用の機械一式を揃え、粗飼料を生産するこ

とは合理性を欠く。なぜなら、近年、粗飼

料収穫機械は大型化し作業効率は高くなっ

ている反面、その最小適正規模は個人の経

営規模をはるかに超すからである。例えば、

WCS用稲の収穫機械一式の価格は2,000万円

を超し、その最小適正規模は30ha以上にな

る。このため、耕種経営やコントラクター

と良好な関係を構築し、自らは飼料生産を

せず家畜管理に特化する方が合理的である。

4　競争力強化の期待される
　　「日本型放牧」の展望 　
―モンスーン気候下で周年放牧の可能

　 な草地・飼料作体系の開発― 　　

冨貴茶園では周年親子放牧により、労働

時間の顕著な削減と規模拡大、コスト低減

を実現し、１人で約20haの里山と40頭以

上の繁殖牛とその子牛の管理を達成し、水

田放牧のような補助金のない里山でも高い

所得を確保している。しかし、放牧先進国

のニュージーランドの肉用子牛の生産コス

トと比べると、約５倍の格差がある（千田

（2019a））。その格差は、繁殖管理（自然交配

と人工授精）等の違いにもよるが、大きな

部分は飼料費である。冨貴茶園では子牛を

放牧飼養しているが濃厚飼料は慣行の舎飼

と同量を与え、冬季４か月間は外部から稲

WCSを購入して与えている。この飼料費と

給餌作業がコスト格差の大きな部分である。

すなわち厳密な意味での周年親子放牧には

至っていないのである。海外では、冬季放
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ト低減効果は小さく、親子牛を対象とし、

周年の放牧飼養により飛躍的な省力化と規

模拡大、コスト低減、所得増加が図られる

ことがわかる。さらに周年親子放牧により

家族労働でも約34haの土地の管理が可能で

あり、少ない労働力で広い農林地資源の活

用可能な営農方式としてもその展開が期待

される。

5　日本型放牧モデルの社会
　　実装に必要なこと　　　

最後に、日本型放牧モデルの普及に向け

た地域や経営としての対応、研究開発等に

言及する。

（1）　 家畜生産に対する地域の

理解・合意形成

わが国での家畜生産は舎飼が一般

的であり、臭気やハエのイメージが

ある。放牧飼養ですべて解消される

わけではないが、舎飼と比べるとこ
うした問題発生はかなり抑制される。

このため、地域に実証牧場等を設け、

こうした先入観を払拭するとともに、

本稿で示した省力的な国土資源の管

ラス（５月～11月上旬、１頭あたり約40a）、

飼料用レープと飼料イネ（11月中旬～２月

上旬、同10a）、イタリアンライグラス（２月

中旬～４月下旬、同30a、バヒアグラス草地に

10月中旬に不耕起播種機を使ってオーバーシー

ド）で、１頭あたり50aの水田で周年放牧可

能な体系である（写真５）。山口市の現地で

は妊娠確認された繁殖牛を対象とした試験

であったが、岡山県新見市では子牛もレー

プ圃場に放牧しその採食性が確認された。

第１表は家族労働力による繁殖経営を想

定し、周年舎飼と放牧対象牛、放牧期間の

違いによる子牛生産コストや繁殖経営の収

益性を比較したものである（千田（2020））。

慣行の妊娠牛の季節放牧では省力化やコス

バヒアグラス（5～11月）

写真 5　 日本型周年放牧体系の一例
レープ＋イネまたは稲WCS（11～2月） イタリアンライグラス（2～4月）

周年舎飼 妊娠牛
季節放牧

親子牛
季節放牧

親子牛
周年放牧

繁殖牛飼養頭数 18 22 64 96

放牧地（ha）
採草地（ha）
土地利用計（ha）

-
4.8
4.8

2.9
4.5
7.5

17.1
4.5

21.6

32.9
0.9

33.7
作業労働（時間/家族）
　〃　（時間/子牛1頭）

1,954
121

2,168
110

2,621
46

3,119
36

生産コスト（千円/子牛1頭） 433 412 244 210

所得（万円/家族） 307 371 1,674 2,620
資料 　千田（2020）
（注） 　家族労働力1.5人のもとで各飼養方式別に所得最大となる頭数規模、

土地利用、子牛生産コスト等を、子牛価格541千円（保証基準価格）のもと
で筆者試算。ただし、前提条件が異なるため資料と試算結果は若干異な
る。

第1表　飼養方式による経営成果の比較
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（4） 周年放牧を可能にする冬季放牧飼

料の開発

ニュージーランド等で冬季放牧用に普及

している飼料用ケールの日本での栽培・利

用技術の開発が望まれる。これまでに行っ

た試験栽培からは、初期生育の確保（整地・

土壌処理・播種方法）、生育・収量の確保

（日本での登録農薬のない中での除草、虫害対

策）等の栽培技術の確立が必要である。ま

た、栄養価は高い一方でアブラナ科植物に

はグルコシノレートやS-methylcysteine-

sulphoxide（SMCO）などの反芻動物の消化

器官等に悪影響を及ぼす物質が含まれる。

近年、飼料用に育種されたケール等にはこ

れらの含量は少なく、ニュージーランドで

は問題として取り扱われることは稀である。

しかし、アブラナ科飼料作物の種類や施肥

量、生育ステージによっては摂取基準値に

近くなることも報告されており（Forage 

brassica development group（2009））、日本国

内での分析と安全な利用指針の策定が必要

である。

（5）　多頭数の省力的な個体情報の収集、

個体管理方法の開発

第１表の経営試算では親子牛の周年放牧

により、家族労働力でも90頭を超す繁殖牛

の飼養の可能なことが示された。これだけ

の頭数になると毎日の集畜、スタンチョン

越しの補助飼料給与等により、個々の牛の

体調確認や馴致が困難になる可能性がある。

このため、各個体の体調や繁殖にかかわる

発情や分娩兆候を適確にモニタリングでき

理や所得向上の可能性が高いことを伝えつ

つ、農林地の畜産利用、家畜生産の導入を

推進する取り組みが求められる。

（2）　放牧用地の団地化

放牧用地をまとめ定置放牧とすることが、

家畜管理や観察を容易にし、放牧対象牛を

妊娠牛からすべての牛に拡張することを可

能とし、より省力、低コストの家畜生産を

可能にすることを明らかにしてきた。この

ため、従来の分散する小耕地を対象とした

移動放牧から、里山も含め放牧地を団地化

する等、合理的な家畜飼養方式となる農村

地域の土地利用計画が求められる。

（3）　放牧用地の排水対策、畑地化など

基盤整備

中山間地域の農地基盤は水田が多いが、

放牧家畜の飼料となる牧草や飼料作物の栽

培、及びその放牧利用にあたっては、排水

性の向上が不可欠である。牧草栽培にして

も、耕盤を維持したまま表土のみ耕耘し牧

草等を栽培しても生産量は期待できず、放

牧利用すると泥濘化が避けられない。サブ

ソイラー等で耕盤の一部を破砕してもひと

たび放牧するとすぐに潰れてしまう。圃場

の額縁に明渠をしっかり掘るとともに、畦

畔を広く開削し、圃場の降雨を速やかに圃

場外に排出する等の排水対策が水田放牧に

は不可欠である。水稲を栽培する見込みの

ない水田は、緩やかな傾斜を付けた畑地に

する等に、稲作から飼料作・放牧に適した

生産基盤へ思い切った改良が必要である。
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るシステムの導入が必要になる。目視だけ

でなく、体重測定及びその記録を簡易にす

る、電子チップを埋め込んだ個体識別装置

等の開発も期待される。

（6） 放牧飼養を前提とした家畜の改良

周年親子放牧など農林地資源を活用して

省力的な生産管理を展開するうえで、介助

なしの分娩や親牛の哺育能力の向上は重要

な課題である。しかし、近年の和牛の育種

改良は産肉能力（枝肉重量や脂肪交雑）に重

点が置かれる一方で、繁殖や哺育性など母

性能の低下（受胎率の低下、難産の増加、泌

乳量の低下）が問題となっている。このた

め、ゲノミック評価を含め、母性能を重視

した育種価評価の開発が期待される。
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